
































割合は、｢DIY用具・素材｣ 21 .1％および ｢園芸・エクステリア｣ 14 .7％を中心に、｢家庭用品・
日用品｣ 22 .1％、｢ペット・ペット用品｣ 7.6％、｢インテリア｣ 7.2％、｢電気｣ 6.8％、｢オフィ










ホームセンター業界の売上高ランキングは、2001 ～ 2005年度はカインズが 1位、コーナン
商事が 2位であったが、2006 ～ 2009年度にはDCM HD（2006年 9月に、ホーマック、カーマ、
ダイキが経営統合）が 1位となり、カインズは 2位、コーナン商事は 3位となった。そして、














1） LIXIL ビバはリフォーム関連（商材＋サービス）37 .8％、ホームセンター商材36 .9％、一般商材







年度に46 .1％となり、3社が経営統合してDCM HDが誕生した2006年度には57 .0％、2013
























積250㎡以上、売場面積の50％以上がセルフサービスの事業所）。② ｢商業統計表（産業編）｣ 33 , 520千億円
（主として住まいの手入れ改善にかかる商品を中心に、家庭用品、園芸用品、電気機械器具、家具・収納
用品、建築材料などの住関連商品を総合的、系統的に品揃えし、セルフサービス方式により小売りする事
業所で、店舗規模が大きい事業所）。③ ｢商業動態統計｣ 33 , 452千億円（日本標準産業分類のホームセンター
に属する事業所を有する企業で、ホームセンターを10店舗以上有する企業もしくはホームセンターの年間
売上高が200億円以上の企業を対象）となっている。｢商業統計表（業態別統計編）｣ は、｢商業統計表（産
業編）｣ および ｢商業動態統計｣ よりも対象とする範囲が広いため、やや大きな売上高が計上されている。
5） 経済産業省『商業統計表（業態別統計編）』によると、ホームセンターの売上高は2002年30 , 759千億円、
2007年30 , 459千億円、2014年31 , 471千億円と停滞している。さらに、経済産業省『商業動態統計年報』に
よると、2014年33 , 452千億円、2015年33 , 012千億円、2016年33 , 090千億円、2017年32 , 942千億円と、最近
はやや減少傾向にさえある。他方で、民間統計では ｢日本DIY協会｣ 2002年38 , 630千億円、2017年39 , 890
千億円、｢日本ホームセンター研究所｣ 2002年34 , 033千億円、2017年39 , 317千億円、｢ダイヤモンド・ホー









































予測している（住田賀猛・久保田直宏 ｢ホームセンター業界の競争環境変化と中期展望｣『Mizuho Short 
Industry Focus』第146号、2016年3月、4-5ページ）。また、㈶ベターリビング サステナブル居住研究セ









大店法下での1994年 5 月の1,000㎡未満原則自由化以降、2000年 6 月の大店法廃止・大店
立地法施行を経て現在に至る期間における店舗面積 ｢900-1 , 100㎡未満｣ の出店数に占める、
届出が不要なギリギリの店舗面積である ｢995-1 , 000㎡｣ の割合をみると、1994年 5 月の1,000
㎡未満原則自由化以降の1996年に60 .0％、その後大店法末期からはその割合が低下し、大店
立地法施行後の2001年には14 .3％となった。その後、2003年から2011年までは概ね80％を





ムセンターの売上高に占める ｢6 ,600㎡以上｣ の店舗の割合は、1998年には5.1％に過ぎなかっ
たが、改正都市計画法による郊外大規模店の抑制効果12）が現れる前の2008年には36 .4％とな
り、急激に増加している。その後は、大規模店の出店が減少したこともあって微増にとどま
り、2016年に42 .0％となっている。他方、｢3 ,300㎡未満｣ の店舗の割合は69 .3％から、2004




環境変化と中期展望｣『Mizuho Short Industry Focus』第146号、2016年3月、5ページ）。
10） 店舗面積 ｢900 -1 , 100㎡未満｣ の出店数に占める ｢995 -1 , 000㎡｣ の店舗の割合は、大店立地法施行後
の2003年80 . 6 ％、2004年88 . 9 ％、2005年94 . 3 ％、2006年98 . 5 ％、2007年92 . 2 ％、2008年93 . 5 ％、2009年














計2018年』）。コメリは ｢パワー｣ や ｢ホームセンター｣ の周辺に、数店の ｢ハード＆グリーン｣ を配置す
ることを出店の基本としているが、この出店戦略については ｢コメリ（ホームセンター特集）｣『激流』第
24巻第7号、1999年7月、41 -42ページに詳しい。
12） 2007年11月に施行された改正都市計画法の影響もあって、店舗面積 ｢10 , 000㎡以上｣ の出店数は2009年
頃から大きく減少し、また同 ｢500㎡超｣ の出店数も減少している。店舗面積 ｢500㎡超｣ の出店数は2002









表 1 -1 は、商業統計表（業態別統計編）に基づいて、2002年から2014年にかけての売上
高と売場面積の推移をみたものである。売上高はほとんど横ばいであるにもかかわらず、売
場面積は2002年839万㎡、2007年1 ,057万㎡、2014年1 ,194万㎡と増加を続けている。そのた
め、売場効率は2002年36 . 7万円／㎡、2007年28 . 8万円／㎡、2014年26 . 4万円／㎡と大きく
低下している。
表 1 -2 は、売場面積規模別の売場効率の変化をみたものである。2002年には売場面積規
模別にみた売場効率はほとんど変わらなかったものの、2014年には ｢小規模店（250㎡以
上1,000㎡未満）｣ と ｢大規模店（3,000㎡以上）｣ の売場効率が大きく低下している。｢中規
模店（1,000㎡以上3,000㎡未満）｣ の落ち込みは相対的に小さい。中規模店の売場効率は、










30 , 759（100 . 0）
30 , 459（ 99 . 0）
31 , 471（102 . 3）
 839（100 . 0）
1 ,057（126 . 0）
1 ,194（142 . 3）
 36 . 7（100 . 0）
 28 . 8（ 78 . 5）














































た分野では総合的な商品構成をもつ ｢食品スーパー｣ ｢コンビニエンスストア｣ ｢ホームセン
ター｣ ｢ドラッグストア｣ ｢100円均一価格店｣ など、いわゆる『部分総合店』も成長してい









































































（注 3）｢100円均一価格店｣ は、大手 4社（大創産業、セリア、キャンドゥ、ワッツ）の売上高合計。
ただし、2002年の売上高は2007年にワッツに買収されたオースリーの売上高も含む。大創産業
は日経MJ ｢日本の専門店調査｣、その他の企業は IR資料による。





（注 5）｢小規模店｣ は、経済産業省『商業統計表（業態別統計編）』における従業者数 1 -4 人規模
の ｢専門店｣ および ｢中心店｣ の売上高。
（注 6）｢専門店チェーン｣ は、｢小売業（自動車小売業および燃料小売業を除く）｣ から、｢総合店















ア｣ ｢ホームセンター｣ ｢ドラッグストア｣ ｢100円均一価格店｣ からなる『部分総合店』、そ
して『専門店チェーン』、『無店舗販売』および『小規模店（従業者数 1 -4 人規模）』に大別
した。






ント増と大きく増加しているのに対して、｢ホームセンター｣ は2002年3 .0％、2007年2 .8％、
2014年3 .0％と停滞している。
⑵　ホームセンターの商品部門別売上割合の推移
表 2 -2 は、日本ホームセンター研究所『ホームセンター経営統計』に基づいて、商品部門
別売上割合の推移をみたものである。2015年においては、｢家庭用品・日用消耗品｣ 20 .8％、
｢ホーム・インプルーブメント｣ 17 .9％、｢園芸・エクステリア14.5％、｢家電｣ 8.0％、｢イ
ンテリア・収納｣ 7 . 1％、｢ペット・ペット用品｣ 6 . 8％、｢食品・飲料｣ 6 . 3％、｢カー用品・
レジャー｣ 5.4％、｢文具・玩具｣ 3.2％、｢その他｣ 10 .0％となっている。
①増加傾向にあったが、近年は停滞傾向 ｢家庭用品・日用消耗品｣ ｢ペット・ペット用品｣




｢食品・飲料｣（1995年0 .6％、2005年4 .1％、2015年6 .3％）。ホームセンターが開拓し
た新しい商品部門であるが、ドラッグストアとの競合により、今後の見通しは厳しいとい
14） ｢部分総合店｣ については、南方建明 ｢専門店チェーンの発展過程｣『消費経済研究』第 8 号、2019年 7
月（予定）、を参照されたい。
15） ショッピングセンターで販売されることは少ない ｢自動車小売業｣ および ｢燃料小売業｣ の売上高を
差し引いた小売業売上高に占めるショッピングセンターの割合をみると、2002年24 . 6％、2007年25 . 2％、

















収納｣（1981年11 .4％、1995年8.3％、2015年7.1％）。これらは、｢カー用品専門店｣ や ｢家
具・インテリア専門店｣ との競合によるものといえる。
⑶　商品部門別にみた小売業態間競争
表 2 -3 は、ホームセンターのシェアが 5％以上の商品における小売業態間競争の状況を
示したものである。2014年においてホームセンターのシェアが高い商品は ｢金物｣ 57 . 7％、
次いで ｢ペット用品｣ 49 . 7％、｢苗・種子｣ 45 . 9％、｢荒物｣ 45 . 5％となっている。このうち、
｢金物｣ ｢荒物｣ については2002年から2014年にかけてシェアが10ポイント以上増加してい
るが、｢ペット用品｣ ｢苗・種子｣ の増加はわずかである16）。
16） 富士経済の推計に基づき、｢ペットフード＆用品｣ の小売業態別売上割合をみると、2014年において ｢ホー
ムセンター｣ 45 . 1％、｢ペットショップ｣ 16 . 4％、｢スーパーマーケット｣ 16 . 1％、｢通信販売｣ 7 .6％、｢ドラッ
グストア｣ 7 .5％、｢その他｣ 7 .3％となっている。2002年と比較すると、｢ホームセンター｣ ▲11 .4ポイン
ト減、逆に｢通信販売｣（2003年から調査対象となったため、2003年と2014年の比較）7.0ポイント増、｢ドラッ


























1981年 27 . 7 18 . 1 17 . 4 11 . 4 10 . 8 5 . 9 8 . 7
1985年 21 . 7 16 . 2 15 . 0 11 . 0 12 . 7 8 . 6 4 . 0 10 . 8
1995年 16 . 8 14 . 6 12 . 2 8 . 3 20 . 9 9 . 4 6 . 7 2 . 9 0 . 6 7 . 6
2005年 20 . 7 14 . 5 7 . 8 7 . 9 20 . 2 8 . 5 7 . 9 3 . 7 4 . 1 4 . 7


























金物 ＋15 .1 ▲15 . 9 57 . 7 26 . 3
ペット用品 ＋0.9 ▲11 . 7 49 . 7 8 . 9 5 . 3 6 . 6 20 . 1
苗・種子 ＋2.9 ▲12 . 4 45 . 9 20 . 7 14 . 0（肥料・飼料）
荒物 ＋12 .0 ▲8 .1 45 . 5 8 . 5 9 . 1 10 . 0 7 . 7 5 . 4（他に分類されない飲食料品）
建築材料 ＋10 .7 ▲15 . 9 41 . 1 5 . 0 42 . 7
合成洗剤 ＋7.4 ▲8 .6 30 . 7 16 . 2 32 . 6 5 . 2（他に分類されないその他）
ペット ＋6.7 ▲27 . 5 29 . 8 9 . 0 5 . 0 44 . 6
じゅうたん・
カーテン ▲1.5 ▲7 .9 26 . 6 19 . 8  45 . 3（家具）
家具 ＋12 .3 ▲23 . 6 20 . 5 12 . 5 55 . 8
紙・文房具 ＋5.7 ▲20 . 9 16 . 5 6 . 1 5 . 2 19 . 1 29 . 4
肥料・飼料 ＋1.1 ▲10 . 2 16 . 2 12 . 5 58 . 3
建具 ＋6.6 ▲8 .6 14 . 8 68 . 0
履物（靴を除く） ▲2.4（注 4） ▲20 .1 14 . 3 24 . 8 13 . 0
8 . 8（靴）、8.3（下着類）、6.0（婦
人服）、5.3（その他の各種商品）
自転車 ▲5.0 ▲0 .1 12 . 8 72 . 9
花・植木 ＋1.4 ▲7 .9 10 . 6 6 . 3 74 . 1
陶磁器・
ガラス器 ▲3.2 ＋0 .5 7 . 0 8 . 2 37 . 4 18 . 5（家具）
農業用機械器具 ＋1.3 ▲4 .9 6 . 9 81 . 9
ミシン・編機 ＋5.4 ▲24 . 1 5 . 7 19 . 8  57 . 5（その他の機械器具） 、6.9（燃料）
がん具・
娯楽用品 ＋1.1 ▲3 .8 5 . 3 10 . 4 58 . 6 8 . 8（電気機械器具）
（注 1）｢百貨店・総合スーパー｣ の売上高を除いて算出した。なお、2014年における ｢百貨店・総
合スーパー｣ の商品分類別シェアは、｢小売計｣ 9 .1％、｢紳士・洋品｣ 24 . 4％、｢婦人・子供服・
洋品｣ 32 . 7％、｢その他の衣料品｣ 30 . 6％、｢身の回り品｣ 22 . 5％、｢飲食料品｣ 12 . 6％、｢家具
｣ 9 .7％、｢家庭用電気機械器具｣ 2 .3％、｢家庭用品｣ 9 .5％、｢その他商品｣ 3 .3％となっている。















アとは ｢合成洗剤｣ のみである。｢合成洗剤｣ のシェアは、｢ドラッグストア｣ が32 .6％と最
も多く、次いで ｢ホームセンター｣ が30 .7％となっている。
ホームセンターと無店舗販売の競合状況をみると、｢履物（靴を除く）｣ では ｢無店舗販
売｣ が24 .8％と 1 位、次いで ｢ホームセンター｣ が14 .3％となっており、ホームセンターは
無店舗販売よりも低いシェアにとどまっている。｢ミシン・編機｣ では、｢その他の機械器
具小売業｣ が57 .5％と 6 割近くを占めるが、｢無店舗販売｣ が19 .8％、｢ホームセンター｣ は
5.7％に過ぎない。同様に、｢がん具・娯楽用品｣ では、専業店である ｢がん具・娯楽用品小
売業｣ が10 .4％、｢ホームセンター｣ は5.3％にとどまっている。｢紙・文房具｣ では、専業
店である ｢紙・文房具小売業｣ が29 .4％、次いで ｢無店舗販売｣ 19 . 1％、｢ホームセンター｣  
16 . 5％となっており、無店舗販売よりも低いシェアにとどまっている。｢荒物｣ では、｢ホー














1976年 1979年 1982年 1985年 1988年 1991年 1994年 1997年 2002年 2007年 2014年
































































12 ,486（100 . 0） 9 ,287（100 . 0） 8 ,852（100 . 0）
ホームセンター 5,537（ 44 . 3） 4 ,336（ 46 . 7） 4 ,842（ 54 . 7）
ホームセンター以外の小売業 6,949（ 55 . 7） 4 ,951（ 53 . 3） 4 ,010（ 45 . 3）
うち金物・荒物専門店＋住関連中心店
うちその他の小売業
5,521（ 44 . 2）
1 ,428（ 11 . 5）
3 ,589（ 38 . 6）
1 ,362（ 14 . 7）
2 ,297（ 25 . 9）
1 ,713（ 19 . 4）
（注 1）ホームセンターの金物・荒物売上高は、『商業統計表（業態別統計編）』による。業態別統




ンターなど ｢金物・荒物専門店｣ 以外の小売業による金物・荒物売上高の合計（表 2 -4 にお




































表 2 -6　｢合成洗剤｣ 売上高の推移
（単位：億円）
2002年 2014年 2002-2014年





 1 ,392（ 22 . 2％）
 1 , 736（ 27 . 7％）
 1 , 077（ 17 . 2％）
 2 , 070（ 33 . 0％）
1,637（ 29 . 6％）
1,805（ 32 . 6％）
  909（ 16 . 4％）






















19） 住宅リフォームの売上ランキング（2016年度）をみると、｢積水ハウスグループ｣ 1 ,335億円をトップ
に、上位9社までを、いわゆる“ハウスメーカー”が占め、その合計金額は7,458億円となる。次いで10位
に ｢エディオン｣ 431億円（売上高6,744億円に占める割合6.4％）が続く。ホームセンター企業は、14位













ンター型建材流通に関する考察─｣『日本建築学会計画系論文集』第74巻第636号、2009年 2 月、447 -454ペー
ジ）。
21） 高橋直樹 ｢ホームセンター─坪効率の長期低迷が示唆する本業強化の活路─｣『激流』第41巻第 2号、
2016年2月、48 -49ページ。なお、コメリの小型店 ｢ハード＆グリーン｣ の業態開発、出店戦略および物流
戦略については、矢作敏行｢コメリの独自業態の開発と展開｣『経営志林』第47巻第4号、2011年1月に詳しい。






商事30％、LIXIL ビバ25％、ナフコ ホーム・インプルーブメント部門22％、DCM HD17％（同第38巻第
2号、2018年7月、40 -52ページ）となっている。コーナン商事は ｢2020年までに PB商品開発体制を強化
し売上構成比40％を目指す｣ としている（コーナン商事 ｢第2次中期経営計画（2018 -2020）｣ 2018年4月）。
ホームセンター業界における PBの強化の動向については、住田賀猛・久保田直宏 ｢ホームセンター業界
















ルーブメント｣ ｢園芸・エクステリア｣、⑥ ｢専門店｣ との競合により一貫して減少傾向にあ
る ｢カー用品・レジャー用品｣ ｢インテリア・収納｣。
2014年においてホームセンターのシェアが高い商品は ｢金物｣ 57 . 7％であり、次いで ｢ペッ













売上高（億円） 売上総利益率（％） 売上高（億円） 売上総利益率（％）
DCM HD 4 ,224 29 . 9 4 , 367 32 . 9
コーナン商事 2,885 33 . 8 3 , 022 36 . 9
コメリ 2,864 28 . 7 3 , 307 31 . 8
ナフコ 2,174 32 . 2 2 , 255 32 . 5
ケーヨー 1,822 27 . 5 1 , 322 30 . 9




合成洗剤をめぐっては、｢ホームセンター｣ と ｢ドラッグストア｣ が拮抗する形で競って
おり、｢食料品スーパー｣ の割合は減少傾向にある。｢ホームセンター｣ と ｢ドラッグストア｣















住田賀猛・久保田直宏 ｢ホームセンター業界の競争環境変化と中期展望｣『Mizuho Short Industry 
Focus』第146号、2016年 3 月。














村山純 ｢寡占化に進むホームセンター業界｣『経営論集』第 5号、2017年 3 月。
富士経済『ペット関連市場マーケティング総覧2003年、2004年、2015年』。
矢作敏行 ｢コメリの独自業態の開発と展開｣『経営志林』第47巻第 4号、2011年 1 月。
リフォーム産業新聞社編『住宅リフォーム市場データブック2018』リフォーム産業新聞社、2017年。
－  　　－48
大阪商業大学論集　第15巻 第1号（通号191・192号合併号）
